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総括研究報告書 

 

我が国における一類感染症の患者発生時に備えた診断・治療・予防等の臨床的対応 
及び積極的疫学調査に関する研究 

 

研究代表者 加藤 康幸 国立国際医療研究センター国際感染症センター国際感染症対策室医長 

 

 

A. 研究目的 

 平成 11（1999）年に感染症法が施行されて以来，

我が国で一類感染症患者の発生報告はない．しか

し，欧米では少なくともこの間に 14 例のウイルス

性出血熱（以下，VHF とする）の発生が報告され

ている．いずれも常在地で罹患した渡航者の症例

で，我が国においても一類感染症の発生状況とし

て最も可能性が高いと考えられる．これまでに厚

生労働省の監修で消毒と滅菌，感染症患者の搬送，

新しい感染症病室の施設計画に関するガイドライ

ンが刊行されているが，医療機関における診断・

治療・感染防止などの臨床的対応，および積極的

疫学調査に関する手引きは存在しない．一類感染

症患者（疑い例を含む）を各都道府県の第一種感

染症指定医療機関で診療するという現行の体制下

で各地域に専門家を維持することは困難であり，

患者発生時やそれに備える際に現場で参照できる

手引きや同機関のネットワークの早急な整備が必

要である．また，国の感染症予防指針では，第一

種感染症指定医療機関の医療関係者を対象とした

研修会の充実がうたわれており，新たにこれらの

プログラムを開発することも求められている．さ

らに，一類感染症患者の診療において，我が国で

稼働されている高度安全研究施設がないという問

題点についても臨床的側面から検討する必要があ

る． 

 本研究班では，一類感染症（とくに，VHF であ

るエボラ出血熱，マールブルグ病，ラッサ熱，南

米出血熱，クリミア・コンゴ出血熱）の患者が発

生した場合の臨床的対応，および積極的疫学調査

に関して国の専門家レベルでの手引き（第一種感

染症指定医療機関の医療関係者や保健所職員を主

な対象）を初めて作成するとともに，一類感染症

に関する医療関係者向け研修プログラムを開発す

る．さらに，第一種感染症指定医療機関のネット

研究要旨 一類感染症が我が国で発生する状況として最も可能性が高いと想定される海

外渡航者におけるウイルス性出血熱患者の発生に焦点をあて，診断・治療・予防等の臨床

的対応の手引きを作成した．本年度は，ワークショップおよび班会議を通じて外部専門家

の意見を取りいれて，エビデンスの乏しい課題についてコンセンサスを得ることを図っ

た．第一種感染症指定医療機関の医師・看護師を対象とした研修会を開催した．また，デ

ング熱迅速検査試薬の評価や国外におけるウイルス性出血熱アウトブレイクへの情報発

信，国外専門家との交流など多面的な活動を行った． 
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ワークを作り，我が国における輸入感染症全般の

医療・公衆衛生体制を強化しようとするところに

特徴がある．研究成果は，VHF に限らず，SARS や

鳥インフルエンザ（H5N1）など致死率の高い感染

症にも応用できる内容になると考えられ，我が国

の感染症対策に資することを目的とする． 

 

B. 研究方法 

診断・治療・曝露後予防・職業感染防止等臨床的

対応の手引き作成  

 研究分担者を中心に国外ガイドラインの参照，

関連論文の検討，国内外関連機関の視察を通じて

臨床的対応の手引きの素案を作成する．一類感染

症として我が国で最も発生する可能性が高いと考

えられる海外旅行者における VHF の発生に重点

を置くが，マラリアなどの輸入感染症や鳥インフ

ルエンザ（H5N1）の診療にも役立つようにする

方針とした．対象は，感染症指定医療機関・救命

救急センターなどの医療従事者、保健所・検疫所

など衛生行政部門の職員とした． 

 項目は，VHF の疫学・病原体・臨床像，海外帰

国者における発熱疾患のリスクアセスメント，検

査診断，治療，院内感染防止策，職業感染対策，

広報，医療従事者のトレーニングとした．法令，

国外ガイドラインなどを関連資料として，収録す

ることとした. また，ワークショップおよび班会議

を開催するなどして外部専門家の意見を反映させ

（Formal Consensus Development），平成25年度

（3年目）にまとめることとした． 
 なお，平成24年度（2年目）に翻訳した英国危険

病原体諮問委員会（ACDP）によるVHFの対応ガイダ

ンス（ハザードグループ4病原体によるウイルス性

出血熱およびそれに類似する重大な感染症の管理）

を研究班による手引きのモデルとした． 

   

積極的疫学調査の手引き作成 

 平成24年度（2年目）までに行った国外機関視察

に加えて、欧米豪のガイドラインを比較検討し，

我が国の実情に合わせた積極的疫学調査に手法に

ついて検討した．また，クライシスコミュニケー

ションについても文献的検討を行った． 

 

教育プログラム開発 

 全国の第一種感染症指定医療機関の医師・看護

師を対象に質問票調査を行い，デルファイ法とい

う多人数合意形成の手法を用いて一類感染症の臨

床的対応において医療現場で必要と考えられてい

る中核能力を定義した． 

 平成 24 年度（2年目）までと同様に，第一種感

染症指定医療機関の医師，看護師を対象にパイロ

ット研修の 3 回目を実施することとした．全国の

第一種感染症指定医療機関 41 施設の院長あてに

案内を送付した．これまでに参加していない医療

機関を優先させることとした．また，講義と実習

のポイントをまとめた動画資料を作成することと

した． 

 

リスクコミュニケーションのマニュアル作成 

 平成 24 年度（2年目）までの文献検討，関係者

の聞き取り調査の結果をまとめて，我が国の実情

に即した手引きを作成することとした． 

 

デング熱迅速検査試薬の臨床性能試験 

 デング熱常在国に滞在後 14 日以内に 38℃以上

の発熱が出現し，国立国際医療研究センター病院

及びがん・感染症センター都立駒込病院，都立墨

東病院を受診した患者を対象とした．患者血液は，

NS-1 抗原，IgM/IgG 抗体を免疫クロマトグラフィ

法で検出する迅速検査試薬（Dengue Duo NS-1 Ag + 

Ab Combo：Standard Diagnostics 社）に使用され，

国立感染症研究所ウイルス第一部において実施さ

れる PCR 法,ELISA 法による IgM 抗体価と比較し，

感度，特異度が算定された． 

（倫理面への配慮）「臨床研究に関する倫理指針」

を遵守し，研究実施機関の倫理審査委員会で承認

を得た．症例登録は書面による同意を患者から取

得した上で行った．連結可能匿名化された患者情

報は研究実施機関で厳重に管理された． 

 

C. 研究結果 

診断・治療・曝露後予防・職業感染防止等臨床的

対応の手引き作成 

 研究分担者による素案を評価するため，平成 25

年 10 月 20 日に国内専門家（第一種感染症指定医

療機関の医療従事者 8名， 保健所 1名，検疫所 2

名）および国外専門家（英国ロイヤルフリー病院

Michael Jacobs 医師）を招聘して班会議を開催し，

意見集約を図った．本文と附録からなる臨床的対

応の手引きを作成した．本文では，海外渡航歴の

ある発熱患者に VHF を疑う場合の 4つのリスク分



類を示し，リスク別に適切な感染防止策を取りな

がら診断を進める手順を提案した．感染防止には，

標準・飛沫・接触予防策でよいものの，エアロゾ

ル発生手技を実施する際の潜在的感染リスクにつ

いて留意するため，電動ファン付き呼吸用防護具

（PAPR）を推奨することとした．附録では，これ

までの法令や通知もまとめた資料集の役割も兼ね

ることとした．冊子に加えて，電子書籍版も作成

し今後の改訂を容易にした． 

  

積極的疫学調査の手引き作成 

 接触者は感染リスクに応じて 3群（患者体液に

接触，患者に接触，患者と接触なし）に分類し，

その管理手順を診療の手引きに反映させた．当初

目指していた保健所職員を対象とした積極的疫学

調査の手引きは作成できなかった．また，クライ

シスコミュニケーションの要点は臨床的対応の手

引きに反映させた． 

 

教育プログラム開発 

 平成25年7月27～28日に第3回一類感染症ワーク

ショップを開催した．第一種感染症指定医療機関1
3施設から26名（医師13名，看護師13名）の参加を

得た. また，ワークショップの内容を要約した動画

教材（2時間）を作成した． 
 

リスクコミュニケーションのマニュアル作成 

 我が国でウイルス性出血熱の患者が発生した場

合のリスクコミュニケーションの手引きを作成し

た．①連携体制の構築②医療機関の受診者とのコ

ミュニケーション③医療従事者へのコミュニケー

ション④メディア対応の項目を設定した． 
 

デング熱迅速検査試薬の臨床性能試験 

 平成 24 年 6月から平成 26 年 3月までに 178 例

が本試験に登録された． 感度・特異度は 90％程

度であり，今後解析を進める予定である． 

 

ウイルス性出血熱アウトブレイク事例への対応 

 平成26年3月に西アフリカ（ギニア，リベリア）

でエボラ出血熱のアウトブレイクが発生した．同

地に渡航歴のある発熱患者の診療手順をまとめた

アルゴリズムを国立国際医療研究センターホーム

ページで公開するなどした． 

 

 

国外専門機関との交流 

 モンゴル政府からのクリミア・コンゴ出血熱に

関連した視察団（平成 25 年 12 月 16〜23 日）を応

接した．平成 24 年度（2年目）に引き続き，韓国

における高度安全感染症病室建設プロジェクトに

関連した助言及び国立国際医療研究センター感染

症棟の視察受け入れに対応した．また，上述した

ように，英国ロイヤルフリー病院の専門家と交流

を深めた． 

 

D. 考察 

 本研究班で作成した VHF に関する診断・治療・

予防等の臨床的対応の手引きは，感染防止策，抗

ウイルス療法，検体搬送，関係機関のコミュニケ

ーション等について，現時点での情報が整理され

たと考えられる．今後内容の周知を関係者に図る

とともに，批判的な意見も取り入れながら改訂を

図っていく必要がある． 

 医療従事者向けの研修会（一類感染症ワークシ

ョップ）は，全国に 41 ある第一種感染症指定医療

機関のうち，3年間で 32 施設（78％）からの参加

を得た．毎回多数の応募があり，ニーズは高いと

考えられた．特に，看護師も対象とした全国規模

の研修会は感染症法施行後初めての機会であり，

国内ネットワーク構築上も有意義と考えられた．

本研究班で作成した動画資料が今後第一種感染症

指定医療機関等で活用されることが期待される．   

 

E. 結論 

 我が国で VHF 患者が発生した際に適切な医療を

提供するため，臨床的対応の手引きを作成したほ

か，第一種感染症指定医療機関の医療関係者の研

修プログラム開発，国内外関連機関との人的ネッ

トワーク構築，デング熱迅速検査試薬の評価など，

国外における VHF アウトブレイクにおける情報」

発信など多面的な活動を行った．国際化時代にお

ける日本国民の健康危機管理のために寄与するも

のと期待される． 

 

F. 健康危険情報 

 平成 26 年 3 月にギニア, リベリアで発生したエ

ボラ出血熱アウトブレイクに関連し，カナダで輸

入疑い例が報告された．実験室診断の結果, エボ

ラ出血熱は否定された. 
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厚生労働科学研究費補助金（新型インフルエンザ等新興再興感染症研究事業） 

分担者研究報告書 

我が国における一類感染症の患者発生時に備えた診断・治療等の臨床的対応 

及び行政対応に関する研究 

 

ウイルス性出血熱に対する治療・曝露後予防ガイドラインの作成 

 

分担研究者 西條政幸     国立感染症研究所ウイルス第一部長 

 

研究要旨：我が国のいわゆる感染症法一類感染症には，エボラ出血熱，マールブルグ出血

熱，クリミア・コンゴ出血熱，ラッサ熱，南米出血熱等，致死率の高いウイルス性出血熱が指

定されている．中でも，エボラ出血熱やマールブルグ出血熱は極めて致死率が高く，輸入感

染症として我が国において発生した場合の社会に与える影響は大きい．本年度は医療従事

者向けのウイルス性出血熱に対する抗ウイルス薬による治療法の概要についてまとめた． 

 

A. 研究目的 

 エボラ出血熱，マールブルグ出血熱，クリ

ミア・コンゴ出血熱，ラッサ熱，南米出血熱

および痘瘡は日本においては感染症法によ

り一類感染症に指定されている．  

 2008 年に観光目的でウガンダに洞窟に入

ったヒト（計 2 名，米国人 1 名，オランダ人 1

名）がマールブルグウイルスに感染し，帰国

後にマールブルグ出血熱を発症した（輸入

感染事例）．ヒトや動物の国際的交流・物流

が盛んな今日においては，我が国において

も，エボラ出血熱やマールブルグ出血熱の

輸入感染症患者（疑い患者を含む）が発生

しないとも限らない． 

 今年度はエボラ出血熱，マールブルグ出

血熱（マールブルグ病），クリミア・コンゴ出

血熱，ラッサ熱および痘瘡に対する抗ウイ

ルス薬による治療法の現況および開発状況

についてまとめ，また，ウイルス性出血熱に

対する抗ウイルス薬による治療法に関する，

医療従事者向け教育プログラムを作成する

ことを目的とした． 

 

B. 研究方法 

1) 各ウイルス性出血熱の治療法 

 文献調査を通じて，現時点（H25 年度の

時点）でのウイルス性出血熱（痘瘡を含

む）に対する，抗ウイルス薬による治療

法を調査した． 

2) 各ウイルス性出血熱に対する抗ウイルス

薬による治療法の開発に関する研究の

動向 

 文献調査を通じて，最近のウイルス性

出血熱（痘瘡を含む）に対する抗ウイル

ス薬（抗体療法を含む）の開発の現況に

ついて調査した． 



3) ウイルス性出血熱の教育用プログラム

（講習会での教育内容） 

本研究班が主催した「第 3 回一類感染症

ワークショップ」（H25 年 7 月 27-28 日，独

立行政法人国立国際医療研究センター）

において，ウイルス性出血熱の治療法に

関する講演を担当した．その際，教育用

パワーポイントファイルを作成した． 

 

（倫理面からの配慮について） 

 特記事項なし． 

 

C. 研究結果 

1) 各ウイルス性出血熱の治療法 

 現時点で一類感染症（エボラ出血熱，

マールブルグ出血熱，クリミア・コンゴ出

血熱，ラッサ熱，南米出血熱および痘瘡）

に有効な抗ウイルス薬による治療法は，

ラッサ熱に対するリバビリン療法以外な

い．それも発症早期に投与することで治

療効果が期待される．ウイルス性出血熱

の場合には，発症後に抗ウイルス薬を投

与して治療効果が期待できる場合はない．

ラッサウイルス（ラッサ熱の原因），フニン

ウイルス（アルゼンチン出血熱），および，

クリミア・コンゴ出血熱ウイルス（クリミア・

コンゴ出血熱の原因ウイルス）に対して

は，リバビリンが in vitro でウイルス増殖

抑制効果を示す．このことは，日本でこ

れらの患者の治療や介護において，患

者血液・体液との直接的接触や針刺し事

故時に発症予防・症状軽減効果を期待し

てリバビリンを投与することが期待できる

ことを示唆している．痘瘡には，シドフォ

ビルが痘瘡ウイルスの in vitro 増殖抑制

効果が認められることから，同様の効果

が期待できる可能性がある．エボラ出血

熱，マールブルグ出血熱にはそのような

効果が期待できる抗ウイルス薬はない． 

2) 各ウイルス性出血熱に対する抗ウイルス

薬による治療法の開発に関する研究の

動向 

① エボラ出血熱やマールブルグ出血熱 

エボラウイルス等の膜蛋白質に反応

し，感染を中和させる活性のあるモノ

クローナル抗体投与による治療法の

開発が比較的盛んに進められつつあ

る．モルモットおよび霊長類を用いた

動物感染モデルでの評価がなされて

いる．しかし，多くの場合曝露後投与

による治療効果が評価されていて，

発症後に投与することで治療効果が

得られるとは言えないのが現状であ

る． 

② ラッサ熱 

Siga Technology 社から，ラッサウイル

スを含むアレナウイルスに強い in 

vitro 増 殖 抑 制 効 果 を 示 す 物 質

（ST-294 および ST-193）が開発され

た．ST-294 の作用機序は，Stable 

Signal Peptide（SSP）と GP2 の結

合阻害によるウイルスの細胞膜融

合阻止効果，および，低 pH 条件に

おける膜蛋白前駆体（GPC）からの

G1 receptor-binding subunit の解離

阻害による．後者の作用機序はアレ



ナウイルスの GP2 に結合すること

によるウイルスの細胞膜融合の阻

害および低 pH 条件における膜蛋白

前 駆 体 （ GPC ） か ら の G1 

receptor-binding subunit の解離阻

害効果による．新規抗ウイルス薬の

発見がなされた． 

③ 痘瘡 

 2005 年に ST-246 の抗オルソポ

ックスウイルス効果に関する論文

が初めて発表された（ J. Virol. 

79 :13139–13149, 2005）．経口投

与が可能な薬剤で，小動物における

オルソポックスウイルス効果も確

認された．2008 年に入り，ST-246

の霊長類におけるサル痘ウイルス

感染症に対する治療効果に関する

論文が発表された（ Antimicrob 

Agents Chemother  53:4999-5009, 

2009 ； Antimicrob Agents 

Chemother 53:2620-2625, 2009；

Antimicrob Agents Chemother 

53:1817-1822, 2009）．その論文の

内容を精査すると，ST-246 の霊長

類におけるサル痘ウイルス感染症

には極めて有用な薬剤であること

が示唆される． 

 シドフォビルの経口投与可能な

プ ロ ド ラ ッ グ と し て の 薬 剤

（CMX001，Chimerix Inc.，NC）に

よる治療効果に関する研究も進め

られている． 

 

3) ウイルス性出血熱の教育用プログラム

（講習会での教育内容） 

「第 3 回一類感染症ワークショップ」（H25

年7月27-28日，独立行政法人国立国際

医療研究センター）において，ウイルス性

出血熱の治療法に関する講演を担当し

た（図 1）． 

 

D. 考察 

 一類感染症に分類される痘瘡を含むウイ

ルス性出血熱に対する抗ウイルス薬による

治療法の現状と最近の研究開発の動向を

調査した．In vitro で比較的強い増殖抑制効

果を示す抗ウイルス薬が開発され，中には

臨床応用に向けて研究がなされている． 

 今回の調査により明らかにされたことは，

ウイルス性出血熱に対して，発症後に投与

して治療効果が期待できることは，かなり限

られた場合（例えば，発症後極めて早期に

投与するような条件）であった．多くの場合，

曝露後投与による発症予防や症状の軽症

化が期待できることが示されているだけで

ある．その中で，中和活性を有する単クロー

ン抗体投与による治療薬の開発・評価研究

が積極的になされていることが，最近のウイ

ルス性出血熱の治療法の開発研究におい

て特徴的なことのひとつであった． 

 また，医療従事者や家族等の患者との直

接的接触や針刺し事故を起こすリスクの高

い人には，抗ウイルス薬による予防的治療

が可能な時代になりつつあることが明らか

にされた．最近，日本でも重症熱性血小板

減少症候群という，新規ブニヤウイルスによ



る致死率の高いウイルス感染症が日本でも

流行していることが明らかにされた．この疾

患を含めて，抗ウイルス薬による治療法の

開発の動向について，注視していくことが重

要であり，それが一類感染症患者に対応す

ることのある臨床現場の医師や医療従事者

に提供することも求められる． 

 

E. 結論 

 医療従事者向けウイルス性出血熱関連針

刺し事故発生時の対応マニュアルを作成し

提案した．  
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図 1．VHF の抗ウイルス薬による治療法に関する講演で使用されたパワーポイントファイル． 



厚生労働科学研究費補助金(新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業) 

分担研究報告書 

 

一類感染症の検査診断の手引き作成 
 

研究分担者 森川 茂 国立感染症研究所 獣医科学部 部長 

 

A. 研究目的 

 ウイルス性出血熱（Viral hemorrhagic fever、

VHF）のうち、エボラ出血熱、マールブルグ病、ク

リミア・コンゴ出血熱、ラッサ熱、南米出血熱は、

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律（感染症法）により一類感染症に指定さ

れている。このため、感染症法第１２条第１項の

規定により、エボラ出血熱、マールブルグ病、ク

リミア・コンゴ出血熱、ラッサ熱、南米出血熱の

患者と診断した医師は、直ちに厚生労働省令で定

める事項を最寄りの保健所長を経由して都道府県

知事に届け出る必要がある。また、急性期症状消

失後に患者が病原体を保有していないことが退院

には必要な情報であるが、その基準は平成 11 年に

厚生省保健医療局結核感染症課長通知として示さ

れている。また、国立感染症研究所でこれらの疑

い患者の行政検査を実施する手順等やどの様な検

査が行われるかも決まっている。疑い患者の検体

の輸送に関しても基準がある。これらを総括的に

まとめたマニュアルをこれまでに作成した。 

 その後、一類感染症疑い患者の検体ではないが、

ヒトの検体輸送で発生した運搬容器の破損事案の

経験から、特に検体輸送における注意事項に関し

てマニュアルを作成した。 
 また、中国で最近発生した新興ウイルス感染症

である重症熱性血小板減少症候群(SFTS)は、臨床

的にウイルス性出血熱と鑑別が必要になる場合が

あり得るため、その検査体制等に関してまとめた。 
本年度は最終年であり、マニュアルの刊行に向け

て担当箇所の最終稿をまとめる。また、予定され

ている、医療関係者向け公開セミナー「第３回 一
類感染症ワークショップ」においてバイオセーフ

ティーと感染研での検査診断に関して講演し、参

加者にこれらに関して周知することを目的とした。 

 

B. 研究方法 

1） マニュアル作成 

 これまでに、国立感染症研究所で実施する一類

感染症等の疑い患者の行政検査を実施する際の手

続きを含めた手順等、実施される検査項目、患者

の臨床検体の輸送、検体輸送時の注意事項などを

マニュアル原案として作成した。今年度はマニュ

アルの細部にわたって、研究班の研究代表者、他

の研究分担者らと打ち合わせを行い、マニュアル

を完成する。 

2） 重症熱性血小板減少症候群の検査体制等 

 本マニュアルは、一類感染症に指定される感染

症のうち、特にウイルス性出血熱であるエボラ出

血熱、マールブルグ病、クリミア・コンゴ出血熱、

ラッサ熱、南米出血熱、天然痘を対象とするが、

研究要旨 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症法）により

一類感染症に指定されている感染症は、ペスト以外は天然痘（痘そう）と５種類のウイル

ス性出血熱である。これまでにウイルス性出血熱の検査診断に関するマニュアルを作成

し、ヒトの臨床検体輸送における注意事項に関してマニュアルを作成した。今年度は、こ

れまでに作成したマニュアルを「一類感染症 VHF 診療手引き」として刊行するため、担

当箇所の最終稿をまとめた。また、医療関係者向け公開セミナー「第３回 一類感染症ワ

ークショップ」において「バイオセーフティーと感染研での検査診断」に関して関係者に

周知した。 



最近、国内でも患者発生が相次いでいる重症熱性

血小板減少症候群は、時にウイルス性出血熱との

鑑別対象となり得る。そこで、その検査体制に関

してまとめた。 

3） 臨床現場で働く医療従事者に対する一類感

染症対策への貢献 

 平成 23 年度、24 年度に引き続き本研究班の主

催する医療関係者を対象とした研修会（ワークシ

ョップ）で、「バイオセーフティーと感染研での検

査診断」に関する講演を行った。 

 

（倫理面からの配慮について） 

 特記事項なし． 

 

C. 研究結果 

1） ウイルス性出血熱の検査診断のマニュアル 

 一類感染症に指定されるウイルス性出血熱であ

るエボラ出血熱、マールブルグ病、クリミア・コ

ンゴ出血熱、ラッサ熱、南米出血熱が疑われた場

合には、国立感染症研究所でのみ実験室診断が可

能である。感染症法第１２条第１項の規定により、

医師は、一類感染症に指定されるエボラ出血熱、

マールブルグ病、クリミア・コンゴ出血熱、ラッ

サ熱、南米出血熱(以下、エボラ出血熱等)の患者と

診断した場合には、直ちにその者の氏名、年齢、

性別、その他を厚生労働省令で定める事項を最寄

りの保健所長を経由して都道府県知事に届け出る

必要がある一方、類似の症状を呈する黄熱、デン

グ熱、リフトバレー熱、腎症候性出血熱、SFTS
等は四類感染症の患者と診断した場合にも同様に

届け出る必要がある。エボラ出血熱等が疑われた

場合、臨床所見だけでは確定診断することが困難

であるが、流行地の渡航歴など必要なチェック事

項をまとめた。これらを満たした患者検体は、国

立感染症研究所に行政検査依頼をして実験室診断

を実施する。その際の事務手続きや必要な検体、

実施される検査法に関してもマニュアルに反映し

た。確定患者が急性期を耐過して回復しても、一

定期間病原体を保有している場合がある。そこで、

患者が病原体を保有していないと考える基準が、

厚生省保健医療局結核感染症課長通知（平成 11 年

3 月 30 日健医感発第 43 号）で示されている。 

 一方、一類感染症に指定されるウイルス性出血

熱が疑われた場合の国立感染症研究所での行政検

査のために臨床検体を輸送する際、その輸送は病

原体輸送に準じて行う必要がある。通常、臨床検

体の輸送は国連規格に適合するカテゴリーB 容器

（UN3373）が用いられるが、エボラ出血熱、ク

リミア・コンゴ出血熱、ラッサ熱、南米出血熱、

痘そうが疑われる臨床検体の輸送は、WHO の「感

染性物質の輸送規則に関するガイドライン」に準

じ、これらの原因ウイルスの輸送と同じ基準で、

包装基準 P620 に準拠したカテゴリーA 容器

（UN2814/UN2900）行う。検体等の輸送に関し

ては厚生労働省健康局結核感染症課長通知（平成

２４年３月１５日、健発 0315 第 1 号）により、

感染症発生動向調査事業における検体送付の包装

が、カテゴリーA 容器、B 容器とも 3 次容器をさ

らにジュラルミン製の 4 次容器に梱包するよう通

知された。輸送に際しての特に注意する点に関し

てもマニュアルに反映した。これらのマニュアル

案を研究代表者、他の研究分担者の担当するマニ

ュアルの各事項との整合性、フォーマット等を統

一する打ち合わせを行い、マニュアル最終案が作

成された。 
2） 重症熱性血小板減少症候群の検査体制等 

 重症熱性血小板減少症候群（Severe fever with 

thrombocytopenia syndrome: SFTS）は、2009

年に中国で流行し、2011 年にダニ媒介性の新興ブ

ニヤウイルス感染症として病原ウイルスが同定さ

れた新興ウイルス感染症である。その後中国では

年間 1,000 名以上の患者が発生している。日本で

も平成24年秋に死亡した患者がSFTSの国内初症

例として確定診断された。その後疑い患者の実験

室診断により、平成 25 年の 3 月以降の患者は 40

名が確定診断されている。SFTS ウイルスは国内

にも存在し、複数種のマダニがウイルスを保有し、

野生動物やイヌなどがウイルスのマダニとの感染

サイクルを形成することがわかった。ウイルスの

分布からこれまで患者が報告されている西日本以

外にも患者発生のリスクがある。本感染症は、平

成 25 年 3 月に感染症法の 4 類感染症に指定され、

SFTS ウイルスは３種病原体に指定された。SFTS
ウイルスの核酸検査は、国内の地方衛生研究所（全

国都道府県/政令市衛生研究所）に配布され実施可

能な状況である。SFTS ウイルスの核酸検査は、

一次検査を地方衛生研究所で実施し、一次検査で

陽性であった場合、国立感染症研究所ウイルス第

一部で確定検査を実施している。患者血清中のウ

イルス特異抗体を検出する血清診断は、現在国立



感染症研究所ウイルス第一部でのみ実施している。

これに関しては、今年度の本研究班主催ワークシ

ョップでも参加者の医療関係者に周知した。 

3） 本研究班主催ワークショップ 

 医療関係者向け公開セミナー「第３回 一類感染

症ワークショップ」（平成 25 年 7 月 27 日，新宿

区）において「バイオセーフティーと感染研での

検査診断」に関して講演し、参加者にこれらの情

報を周知した。特にバイオセーフティ―レベルと

病原体の関係、国立感染症研究所で可能な検査、

検体輸送に関して参加者に周知した。また、臨床

的にウイルス性出血熱との鑑別が必要な SFTS の

実験室診断法についても周知した（図参照）。 

 
D. 考察 

 ウイルス性出血熱は過去にラッサ熱の輸入症例

が 1 例あるのみである。また、初期症状は初期症

状から本疾患を疑うことはかなり難しい。このた

め、確定診断には、実験室診断が必須である。ウ

イルス性出血熱の原因ウイルスは、感染症法の 1

種病原体に指定され BSL4 施設でのみ取り扱いが

できる。現在、稼働している BSL4 施設は国内に

ないため、国立感染症研究所では実施可能な検査

法に関しても医療関係者に周知した。疑い患者の

臨床検体を国立感染症研究所へ輸送し実験室診断

による検査を実施する際の注意事項に関しても周

知した。国内でも患者が発生している SFTS は、

一類感染症のウイルス性出血熱と臨床的に類似す

る点があることから、その検査体制の現状につい

ても周知した。また、病原対のバイオセーフティ

―に関しても周知した。これらにより、ウイルス

性出血熱を疑った場合の適切な患者検体の処理や

国立感染症研究所での検査が可能となると考えら

れる。 

 
E. 結論 

 医療従事者向け一類感染症対応マニュアルにお

ける「ウイルス性出血熱の検査診断」「検体輸送の

注意点」などに関してマニュアルを作成した。ま

た，これらを医療関係者により広く理解して頂く

ために、本研究班の主催する研修会で、実験室診

断に関する講演を行った。 

 

F. 健康危険情報 

 ギアナ、リベリアで発生しているエボラ出血熱

の輸入症例疑い例がカナダで報告されたが、実験

室診断による検査の結果、エボラ出血熱は否定さ

れた。 
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厚生労働科学研究費補助金（新型インフルエンザ等新興･再興感染症研究事業） 
分担報告書 

 
一類感染症の積極的疫学調査の手引き作成 

 
研究分担者 中島一敏 国立感染症研究所 感染症疫学センター 

 

研究要旨： 
 我が国のウイルス出血熱（VHF）発生時対応ガイドラインを作成するために、接触者調査手
法及びクライシス・コミュニケーションについて、インターネット等を用い情報収集を行った。
接触者調査手法は、簡便性・合理性・実践活用を踏まえた改定の有無などから有用性を評価し
たところ、2012 年に改定された英国の ACDP ガイドラインが最も有用だと考えられた。 
 感染症発生時のコミュニケーションは、しばしば、マスコミ対応が注目されるが、クライシ
ス・コミュニケーションは、受身的な対応ではなく、適切なタイミングで、適切な情報を、必
要な対象者へ提供共有し、信頼関係を構築するという能動的な働きかけであり、双方向の相互
理解のプロセスであると考える。医療機関が、クライシス・コミュニケーションを積極的に行
うことで、感染症に伴う誤解、偏見、差別を防ぎ、よりよい感染症対策が実施できることに繋
がるものと考える。 
 以上の観点を踏まえ、我が国のガイドラインの関連章を分担執筆した。 
 

A. 研究目的 

 本研究班におけるエボラ出血熱、マールブルク

出血熱、ラッサ熱等のウイルス出血熱 Viral 
Haemorrhagic fever（VHF）発生時ガイドライン作

成、特に疫学調査、接触者調査の情報収集目的で、

当分担研究では、文献のシステマティックレビュ

ー（H23 年）、欧州(WHO, ECDC, SMI, RKI, HPA) 
視察（H23 年）、米国視察（CDC）（H24 年）を

行い、WHO、ECDC、英国、ドイツ、オランダ、

スイス、米国における発生時対応・接触者調査に

ついて情報収集を行った。H25 年度は、ガイドラ

イン刊行に向けて、これらの国・地域におけるア

ップデートの有無を確認するとともに、カバーで

きていない地域の情報を収集した。その上で、我

が国の発生時疫学調査について検討を行った。 
 また、発生時対応にて課題となるクライシス・

コミュニケーションについて、ガイドラインに反

映させるため、文献的考察を行った。 
 

B. 研究方法 

1, 世界保健機関（WHO）、欧州機関、米国CDC

におけるウイルス出血熱対応ガイドラインのアッ

プデートの確認 
・ WHO, 欧州疾病センター（ECDC）, 独ロバ

ート・コッホ研究所（RKI）、英HPA（現HPE）、
米疾病センター（CDC）のVHF対応ガイドラ

インについて、インターネット検索及び各機

関のホームページから更新情報を確認した。 
 
2, 豪州のVHF対応ガイドライン検索 
・ 豪州のガイドラインにつき、インターネット

を用いて検索、情報収集した。 
 
3, 我が国のVHF発生時疫学調査・接触者調査手

法に対する各国のガイドライン有益性の検討 
・ 各国のガイドラインにおける接触者調査手法

特に接触者のリスク分類において、分類の妥

当性・単純性、リスク分類と発生時対応との

連動、ガイドラインの評価の有無を指標とし

て評価した。 
・ 我が国の接触者調査のリスク分類と対応につ

いて検討立案した。 
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4, 我が国のVHF発生時クライシス・コミュニケ

ーションについての文献的考察 
 感染症発生時のクライシス・コミュニケーショ

ンに関する文献の収集レビュー 
 
5, 医療機関における我が国のVHF発生時対応ガ

イドラインの作成 
 
（倫理面への配慮）本研究は、文献的考察及び専

門家との意見交換によって構築されており、個人

情報を取り扱わないため、倫理面への問題は生じ

ない。 
 
C. 研究結果 
1, WHO, 欧州、米国におけるVHF発生時対応ガ

イドラインの更新情報 
 2012年の英国におけるガイドライン（Advisory 
Committee on Dangerous Pathogen：ACDP発行 M
anagement of Hazard Group 4 viral haemorrhagic
 fevers and similar human infectious diseases of h
igh consequence、以下ACDPガイドライン）を除き

ガイドラインの更新は無かった。ACDPガイドラ

インについては、本研究班の他の分担研究で、邦

語訳版が作成されている） 
 当ガイドラインは、1996年版のガイドラインの

改訂版であるが、96年版の運用実績に基づく評

価・レビュー、長期にわたる議論を踏まえて改定

に至ったものである。 
 
2, 豪州のガイドライン 
 国としてのVHF発生時対応ガイドラインは特定

できなかったが、州（Queens, Victoria）単位では、

ファクトシート様のVHF対応の要点を整理したド

キュメントを公開している。接触者については、

以下のように分類・定義されている。 
・ 接触者：患者の発病から3週以内に、患者もし

くは感染した者の分泌物や組織の曝露を受け

た者 
接触者は以下の3つのカテゴリーに分類可能 
・ カジュアル接触者：患者と直接の接触はない

が、同じ航空機に搭乗していた、同じホテル

に滞在した等、近傍にいた者。 
 疾患や症状などの情報は提供することは可

能だが、特別なサーベイランスは必要ない。 
 

・ 濃厚接触者：患者と同居していた、看護した、

ハグした、患者検体を取り扱った者 
 患者の感染が確定された場合は、自身で一

日に2回の体温測定を行う自己管理式の監視

下におかれる。 
 

・ 高リスク接触者：感染性を有する期間にある

患者と粘膜接触（キス、性交渉）があったか、

もしくは、針刺しや他の患者の血液・体液に

よる汚染を伴う刺傷を受けた者 
 患者でVHFが疑わしいと考えられた場合に

は直ちに自己管理式サーベイランス下におか

れる。 
 

濃厚接触者や高リスク接触者が、38℃以上の

発熱や他の症状を呈した場合は、直ちにVHF
患者として隔離、治療を行う。 
 

3, WHO、欧州、米国、豪州のガイドライン比較

 豪州、米国を除いたガイドラインの中で、最も

実践的で、実際の活用例によるフィードバックを

受けた改正が行われたのは英国のACDPガイドラ

イであるとの評価はH23年度分担研究で行った。 
 米国は、「集中治療が可能な全ての医療機関で

VHF患者管理が行えるべきである。感染制御につ

いては、基本的な感染管理が適切に行われること

が重要」とのスタンスから、国内向けに特別なガ

イドラインは作成していない。（H24報告） 
 豪州のガイドライン（ファクトシート）は、分

類はシンプルであるが、個人防護具（PPE）の私

用の有無で接触者のリスクが分類されていない事

が、ACDPガイドラインとの相違である。アフリ

カ諸国で発生したエボラ出血熱、マールブルグ出

血熱の対応では、PPE着用などの基本的な感染防

護が感染防御で重要である事が理解されており、

豪州のリスク分類は一部合理性に問題があると考

えられた。 
 
4, クライシス・コミュニケーション 
 下記のような文献をレビュー、VHF発生時のク

ライシス・コミュニケーションについて検討し、
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我が国のガイドラインに反映させた。 
1, 吉川肇子、釘原直樹、岡本真一郎、中川和之：

危機管理マニュアル どう伝え合う クライシスコ

ミュニケーション、イマジン出版、東京、2009 
 
2, WHO Outbreak Communication Guidelines, Wor
ld Health Organization, Geneva, 2005 (http://www.
who.int/csr/resources/publications/WHO_CDS_2005_
28/en/index.html) 
 
3, World Health Organization Outbreak Communic
ation Planning Guide, 2008 ed., World Health Org
anization, 2008 (http://www.who.int/ihr/elibrary/WH
OOutbreakCommsPlanngGuide.pdf) 
 
4, Abraham, Thomas: Risk and outbreak communi
cation: lessons from alternative paradigms. Bull W
orld Health Organ, 87:604-607, 2009 
 
5, Outbreak Communication: Best practices for co
mmunicating with the public during an outbreak. 
Report of the WHO expert consultation on outbrea
k communications held in Singapore, 21-23 Septe
mber 2004. World Health Organization, Geneva, 2
005 (http://www.who.int/csr/resources/publications/W
HO_CDS_2005_32web.pdf) 
 
D. 考察 
 諸外国の VHF 対応ガイドラインでは、英国

ACDP のガイドラインが、接触者の分類、対応方

針がシンプルであり、実践的であると考えられた。

英国は、アフリカからのラッサ熱の輸入症例数が

世界で最も多く、VHF 患者対応の経験が豊富であ

る。同ガイドラインは、その豊富な国内の活用経

験を踏まえ積極的に評価、改定されたものであり、

我が国の VHF 発生時ガイドライン作成において、

最も有益であると考えられた。 
 クライシス・コミュニケーションは、医療機関

が発生時対応を実践する上で、市民、患者、患者

家族、マスコミ、他の医療機関、行政機関等と信

頼関係を構築する上で極めて重要なプロセスで

ある。しばしば、マスコミ対応のみがハイライト

されるが、クライシス・コミュニケーションをマ

スコミ対応のみと考えているとその本質を見失

いかねない。マスコミ対応という用語には、押し

寄せるマスコミに対してどう対処するのかとい

う受身的なイメージが付きまとう。クライシス・

コミュニケーションは、受身的な対応ではなく、

適切なタイミングで、適切な情報を、必要な対象

者へ提供共有し、信頼関係を構築するという能動

的な働きかけである。提供者から受け手に向けた

一方向の情報提供ではなく、相互理解のプロセス

であると考える。医療機関が、クライシス・コミ

ュニケーションを積極的に行うことで、感染症に

伴う誤解、偏見、差別を防ぎ、よりよい感染症対

策が実施できることに繋がるものと考える。 
 
 以上の考察を、我が国の VHF 発生時対応ガイ

ドラインの接触者調査及びクライシス・コミュニ

ケーションに反映させた。 
 
E. 結論 
 WHO、欧州、米国、豪州における VHF 発生時

対応ガイドラインを比較したところ、英国 ACDP
ガイドラインが最も有益であると考えられた。ま

た、関係者と信頼関係を構築する上で、積極的な

クライシス・コミュニケーションは極めて重要だ

と考えられた。以上を我が国の発生時対応ガイド

ラインに反映させた。 
 
G．研究発表 
1.  論文発表 
   特になし 
2.  学会発表 
   特になし 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 
   特になし 
2. 実用新案登録 
   特になし 
3.その他 
   特になし 
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厚生労働科学研究費補助金(新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業) 
分担研究報告書 

 
職業感染防止の手引き作成(３年目) 

 
    研究分担者 吉川 徹 財団法人労働科学研究所・副所長 
    研究協力者 黒須一見 東京都保健医療公社荏原病院感染対策室・感染管理看護師 
 

研究要旨：一類感染症の患者が発生した場合の臨床的対応・積極的疫学調査の手引きに
おける、職業感染予防のための個人防護用具の取り扱い、医療従事者の健康管理等につ
いて検討した。米国 CDC、英国 HSE のガイドラインを参照し、日本国内での VHF 対応時、
VHF のリスク評価アルゴリズムにしたがって、感染リスクレベルに応じた個人用防護具の
選択の例を作成した。個人用保護具には、手袋，呼吸用保護具，保護衣（ガウン・エプ
ロン），靴カバー，アイガード（フェイスシールド，保護メガネなど）などがある．吸入
性の曝露は VHF 感染と強い関連性はないが，患者と直接接触する者は，高性能の防護能
を備えた呼吸用保護具、すなわち N95/DS2 レスピレーターを着用するとした。ＣＰＲの
実施や、エアロゾルが発生する処置をしなければならない場合は、電動ファン付き呼吸
用保護具（ＰＡＰＲ）の利用を検討する。手引きの充実のために、準備すべき個人用保
護具・保護衣の種類・数量・保管・手入れについても記載した。個人用保護具の保管や
訓練の責任体制、緊急時の労務管理体制や職員のメンタルケア、曝露後対応の手順確立、
チーム医療体制としての対応方法についても事前の準備として必要である。 

 
A. 研究目的 

 ウイルス性出血熱(VHF)などの一類感染症の患
者が発生した場合の臨床的対応・積極的疫学調査
の手引き、および、研修プログラムを作成が必要
とされている。本分担研究では上記の手引きおよ
び研修プログラム開発における「職業感染予防」
の関連領域の知見を整理し、職業感染予防のため
の技術研修内容の開発および臨床的対応に利用で
きる手引きを 3年計画（平成 23 年から 25 年）で
作成する。 
これまでに厚生労働省の監修で、①消毒と滅菌、

②感染症患者の搬送、③新しい感染症病室の施設
計画ガイドラインが刊行されているが、１）治療・
検査診断・感染防止などの臨床的対応、および積
極的疫学調査に関する手引きは存在しない。一類
感染症患者（疑い例を含む）を各都道府県の第一
種感染症指定医療機関で診療するという現行の体
制下で各地域に専門家を維持することは困難であ
り、患者発生時に現場で参照できる手引きや同機
関のネットワークの早急な整備が必要である。ま
た、２）国の感染症予防指針では、第一種感染症
指定医療機関の医療関係者を対象とした研修会の
充実がうたわれており、新たにこれらのプログラ
ムを開発することも求められている。さらに、３）
一類感染症の診断・臨床管理のために高度安全研
究施設が稼働される必要があり、日本において稼
働されている高度安全研究施設がないという問題
点についても臨床的側面から検討する必要がある。 
平成 23 年度は一類感染症の患者が発生した場

合の臨床的対応・積極的疫学調査における「職業

感染予防手引きおよび研修プログラム開発にあた
って次の 3つの研究を実施した。１）国内外の職
業感染防止に関連した情報を収集し、特に個人用
防護具の準備や使用に関する知見をまとめた。２）
国内ニーズ分析のため、一類感染症指定病院の視
察、東京港保健衛生管理運営協議会による一類感
染症発生時の模擬訓練の視察を通じて、一類感染
症の臨床的対応における職業感染予防に関連した
課題を整理した。３）欧米におけるウイルス性出
血熱対応の教育プログラムをもとに、分担研究者
らと一類感染症の臨床的対応に関する医療従事者
対象の呼吸器保護教育プログラムを作成し、第一
種感染症指定医療機関の医師・看護師を対象にパ
イロット研修を実施した。平成 24 年度は、職業感
染予防のための個人防護用具（呼吸用保護具を含
む）の取り扱いに関連して、１）米国疾病管理セ
ンターへの訪問による職業感染予防に関連した情
報収集、２）職業感染予防のための個人防護用具
（呼吸用保護具を含む）の取り扱いに関する検討
を行った。なお、３）平成 24 年 7月にウガンダ共
和国でエボラ出血熱のアウトブレイクがあり、情
報を得たことから、本研究の一部として簡単に経
緯をまとめた。 
平成 25 年度は、第 3回一類感染症の臨床的対応

に関するワークショップの開催に協力し、平成 23
～24 年に集約された知見に基づいて、「ウイルス
性出血熱 診療の手引き」のドラフト作りに協力
し、その内容ついて個人用防護具、医療従事者の
健康管理等に関連した内容について加筆、修正し
た。 



 

 
 
B. 研究方法
１ 職業感染予防のための個人防護用具（呼吸用
保護具を含む）の取り扱いに関する検討

・平成 25 年
類感染症の臨床的対応に関するワークショップに
おける呼吸器保護プログラムでの研修資料の見直
しを行った。
・第 1班会議（平成
て、リスクレベルに応じた個人用防護具の選択の
例（リスク評価アルゴリズム参照）について検討
した。 
２ 「ウイルス性出血熱診療の手引き」のドラフ
ト作り 
平成 24

れた「ウイルス性出血熱診療の手引き」について、
「本編６の事前準備」
録８医療従事者の健康管理」について加筆、修正
した。 
 
C. 結果 
１ 第3回一類感染症ワークショップにおける
呼吸用保護具の検討
平成 25 年

ンターで行われた「第三回一類感染症ワークショ
ップ」に参加し、
安全保健の項目で労務管理・個人用防護具」につ
 

 
図表２ リスクレベルに応じた個人用防護具の選択の例（リスク評価アルゴリズム参照）
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呼吸用保護具の検討
年 7 月 27～28

ンターで行われた「第三回一類感染症ワークショ
ップ」に参加し、「一類感染症の臨床的対応：職業
安全保健の項目で労務管理・個人用防護具」につ

リスクレベルに応じた個人用防護具の選択の例（リスク評価アルゴリズム参照）
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職業感染予防のための個人防護用具（呼吸用
保護具を含む）の取り扱いに関する検討

日～29 日に行われた
類感染症の臨床的対応に関するワークショップに
おける呼吸器保護プログラムでの研修資料の見直

25 年 10 月 20
リスクレベルに応じた個人用防護具の選択の

例（リスク評価アルゴリズム参照）について検討

ウイルス性出血熱診療の手引き」のドラフ

年度成果として本研究班により作成さ
ウイルス性出血熱診療の手引き」について、

「附録７個人用防護具」「付
録８医療従事者の健康管理」について加筆、修正
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28 日に国立国際医療研究セ
ンターで行われた「第三回一類感染症ワークショ
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日に行われた第 3
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おける呼吸器保護プログラムでの研修資料の見直

20 日）などを通じ
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例（リスク評価アルゴリズム参照）について検討
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研究班により作成さ
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リスクレベルに応じた個人用防護具の選択の例（リスク評価アルゴリズム参照）

 

検体検査前 
飛沫・処置時 

 

手指衛生 

手袋一重 

プラスチック製
エプロン 

保護メガネ/フェ
イスシールド*2 

2 

職業感染予防のための個人防護用具（呼吸用
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おける呼吸器保護プログラムでの研修資料の見直

などを通じ
リスクレベルに応じた個人用防護具の選択の

例（リスク評価アルゴリズム参照）について検討

ウイルス性出血熱診療の手引き」のドラフ

研究班により作成さ
ウイルス性出血熱診療の手引き」について、
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回一類感染症ワークショップにおける

日に国立国際医療研究セ
ンターで行われた「第三回一類感染症ワークショ

「一類感染症の臨床的対応：職業
安全保健の項目で労務管理・個人用防護具」につ

いての講義
究会は呼吸用防護具の適正使用について
メーカーより使い捨て
の特長を紹介したあと
定性）のデモンストレーションを実施した。その
後、
着用し、フィットテスト（定性・定量）を行った。
研修資料の見直しでは、簡便なフィットテストト
レーニング、定量フィットテストの方法の見直し
などを行った。
 

図表１
付呼吸用保護具の着用演習
 
図表２

の選択の例を示した。英国のガイドラインをもと
に保護具の内容ついて整理した。

リスクレベルに応じた個人用防護具の選択の例（リスク評価アルゴリズム参照）
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いての講義、実習を担当した。
究会は呼吸用防護具の適正使用について
メーカーより使い捨て
の特長を紹介したあと
定性）のデモンストレーションを実施した。その
後、3 グループに分かれ各呼吸用保護具を実際に
着用し、フィットテスト（定性・定量）を行った。
研修資料の見直しでは、簡便なフィットテストト
レーニング、定量フィットテストの方法の見直し
などを行った。

図表１ 定量フィットテストの演習
付呼吸用保護具の着用演習

図表２にはリスクレベルに応じた個人用防護具
の選択の例を示した。英国のガイドラインをもと
に保護具の内容ついて整理した。

リスクレベルに応じた個人用防護具の選択の例（リスク評価アルゴリズム参照）
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呼吸用 
保護具 

なし サージカルマスク
*3 

サージカルマスク
*3 
エアロゾル発生時
には N95/DS2 レス
ピレーター*4 

サージカルマスク*3 
エ ア ロ ゾ ル 発 生 時 に は
N95/DS2 レスピレーター*4 

 
※１ リスクレベル 1～3は，対応フローチャートのリスクレベルと対応する  
※2 使い捨て、単回使用型．フィルム交換型保護メガネ、フェイスシールドつきサージカルマスク、
フェイスシールドタイプ等がある 
※3 液体防護製を備えたもの 
※4 診療状況に応じて電動ファン付呼吸用保護具（PAPR）の使用も考慮する 
 
 
２ 「ウイルス性出血熱診療の手引き」のドラフ
ト作り 

 

本編６はインフルエンザ BCP などを参考に加筆
修正した。「附録７個人用防護具」図表の追加と
PAPR の解説追記した。「附録８健康管理」では、
管理者の安全配慮義務、針刺し切創予防、関連す
る労働関係の法令をまとめた。それぞれ修正した
内容を整理した。 
 
 
（１）本編６「第一種感染症指定医療機関におけ
る事前の準備」 
１－１ VHF 発生を想定した事前の準備 
・第一種感染症指定医療機関は、VHF 発生時の混
乱を最小限にして、職員の安全と健康の確保と、
通院している患者の診療を継続できるよう、予め
VHF 診療に関する責任者や対処方針を決め、文書
で作成しておくことが望ましい。 
・VHF 発生は、火災・地震などの災害や、新型イ
ンフルエンザ等の通常の診療体制に大きく影響を
及ぼす可能性のある事象と考え、当該施設の状況
に合わせた診療継続計画（Business Continuity 
Plan: BCP、ビーシーピー）の一部として準備する。 
１－２ 診療体制責任者の決定 
・VHF 発生時における当院の役割を明確にし、全
体対処方針の意思決定体制、感染症診療責任者を
決めておく。 
・管理者は最も経験のある医師を第一種感染症病
室における責任者として任命しておくべきである．
院内関連部門，院外機関とのコミュニケーション，
職員の研修などに責任をもつ．感染症内科，感染
管理，集中治療などを専門にしていることが望ま
しい． 
・看護部門の責任者も任命しておく 
・各施設では VHF 診療の手引きを作成する院内検
討会議 
１－３ 意思決定に必要な最新情報の収集と連携 

・管轄保健所，国立国際医療研究センター，国立
感染症研究所などのリストを作成する． 
・発生時には、最新の科学的根拠や行政、厚生労
働省からの要請を元に、適宜 VHF 診療継続のため
の計画を変更する。 
１－４ VHF 診療の事前準備 
・標準予防策，患者の症状に応じた経験的感染経
路別予防策について，とくに救急部門において整
備する．  
・マラリアとデング熱について診断できる体制を
整備する．マラリアの治療が速やかに行えるよう
抗マラリア薬を準備するとともに，最寄りの熱帯
病治療薬研究班薬剤使用機関と重症マラリア症例
が発生した場合の連携について話し合っておく．  
・最寄りの保健所，都道府県と患者（確定例）受
け入れ演習などを行い、受け入れに要する時間を
想定しておく 
・VHF 診療に必要な職員数を算定し、事前に指名
し、職員研修を定期的に行う（望ましい医療従事
者研修のプログラムは巻末に示した） 
・VHF 診療に必要な医薬品・診療材料等のリスト
を作成し、定期的に見直す。診療に必要な個人用
防護具、呼吸用保護具などは１０個人用防護具に
記載した） 
・院内感染対策マニュアルを定期的に見直し、VHF
診療時の感染対策について記載しておく。 
 
 
（２）付録７ 個人用防護具 
・個人用防護具は接触感染対策を基本に選定する．
しかし，空気・飛沫感染対策の組み合わせは，疑
い例，疑似症／確定例ごと，また，受け入れ施設
の人員や事前トレーニングの状況に応じて選択す
る．選択，使用，保管，廃棄等の基本的考えを示
す．なお、VHF のリスク評価アルゴリズム（図表
××）におけるリスクレベル 0 から 3 のカテゴリ
に応じて防護具の選択をするとよい． 
１．選択にあたっての要件 
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・個人用保護具には、手袋，呼吸用保護具，保護
衣（ガウン・エプロン），靴カバー，アイガード（フ
ェイスシールド，保護メガネなど）などがある．
汚染された表面，飛沫，噴霧，血液・体液，エア
ロゾル粒子との接触を防ぐため，これらを着用す
ることで露出している皮膚のすべてを完全に覆う
ことができ，かつ，その個人用防護具は十分な性
能を備えた用具でなければならない． 
・個人用保護具の材質は，液体の浸透を防御する
性能が高く，血液・体液やエアロゾルへのばく露
を防ぐものでなければならない．たとえば、サー
ジカルマスクは液体防護製（米国 FDA 規格の ASTM 
F1862 等），ガウンは液体防御性能基準（米国医科
機器振興会 AAMI 基準でレベル２以上）など． 
・吸入性の曝露は VHF 感染と強い関連性はないが，
患者と直接接触する者は，高性能の防護能を備え
た呼吸用保護具を一類感染症の臨床的対応時に装
着するのが適切である．通常，国家検定規格 DS2 以
上（米国 NIOSH 基準で N95 相当以上）の認証を受
けた性能を持つ使い捨ての防じんマスク（N95/DS2 
レスピレーター）を使用する．使い捨て呼吸用保
護具は再生使用型の呼吸用保護具と異なり，除染
する手間が省けるため，より実用的である． 
・呼吸用保護具の着用者は，密着性を確認するユ
ーザーシールチェック（フィットチェック）を毎
回着用前に行う．また，事前に定性式または定量
式のフィットテストを行い，着用者の顔面への密
着性の高い呼吸用保護具を選定しておく．各自の
フィットテストの結果は記録保存する。 
・エアロゾルが発生する処置が必要な場合には，
呼吸保護の能力が高い電動ファン付呼吸用保護具
(Powered Air Purifying Respirator: PAPR，ピー
エーピーアール) を着用する．通常、伝播経路が
不明な空気感染性病原体による感染予防には PAPR
が用いられている． 
・患者と直接接触しないスタッフの呼吸用保護具
は，サージカルマスクでよい． 
２．着 脱 
・個人用防護具は，曝露の可能性がある臨床場面
に先立って着用し，曝露源から離れてから着脱す
る．たとえば，感染症ユニット（ HSIDU ：
high-security infectiousdiseases unit）の準備
室があれば，そこで着脱を行う 
・使用後の個人用防護具が周囲の環境に触れて汚
染の原因となるなど，個人用防護具がさらなる汚
染源となってはならない． 
３．廃棄・除染 
・使い捨て個人用防護具は使用後，専用廃棄容器
に入れ，感染性廃棄物として焼却処理する必要が
ある．再生使用型個人用防護具を使用せざるを得
ない場合には，保管する前に適切な方法を用いて
除染する．消毒などの除染方法は，VHF に有効で

あり，除染により個人用防護具の性能が損なわれ
ず，再利用に際して危険性がないことが実証され
なければならない．  
４．保守・保管 
・個人用保護具は，不慮の損傷や汚染を避けるた
めに，適切に保管されなければならない． 
・使用頻度の低い個人用保護具は，突然の使用に
備えて防御性の劣化がないかどうか， 品質保持期
限の観点から在庫調査や在庫管理の対象とすべき
である．電動ファン付呼吸用保護具(PAPR) は，定
期的に（少なくとも月に 1 度）入念に検査・試験
し，保守する必要がある．試験記録は，試験日か
ら少なくとも 5 年間は保管する．  
５．トレーニング 
・個人用保護具を使用するスタッフは，交差感染
を防ぐための正しい着脱順番など， 着脱手順（特
に外し方や脱ぎ方）の訓練や，呼吸用保護具のフ
ィットテストなどを事前に実施する． 
・個人用保護具をいつ使用すべきか，廃棄方法，
あるいは必要があれば除染・保守・保管方法に関
して明確な手順を定め，訓練を定期的に行う． 
 
 
（３）附録８ 医療従事者の健康管理 
・病院管理者は VHF 発生時の健康管理責任者を指
定する 
・健康管理責任者のもとに，患者の診療や臨床検
体処理に関わる医療従事者は特定され，健康観察
が毎日行われなければならない． 
6-1 職業感染予防のための診療体制 
・疑似症および確定例の診療に関わる医療従事者
は，交差感染予防等のため、ほかの患者のケアは
行わないことが望ましい． 
・医療従事者が患者の病室に入る際は，外回りの
職員が安全について観察を行い，速やかに支援で
きる体制をとる． 
・職員は手指衛生をはじめとして標準予防策を基
本とした適切な感染予防対策を行い、感染予防に
は万全を期す．特に、接触感染予防、皮膚・粘膜
曝露防止策としての手袋、保護衣、呼吸用保護具、
アイガード等の個人用防護具の適切な装脱着の訓
練、処置に利用する鋭利器材損傷による VHF への
曝露防止のための針刺し切創予防策などについて
あらためて見直す． 
・針刺し切創防止策のためには、リキャップ禁止
など処置手順における曝露リスクの少ない手順の
確認、安全装置つき器材の利用、廃棄容器の十分
な数の設置と使用場所への設置等を確認する． 
・汚染廃棄物の取り扱いついて、別項の記載の通
り適切に行う． 
6-2 過重労働にならない勤務体制 
・過重労働にならないシフトを検討する． 
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・一床あたり 24 人の特別に訓練した医療従事者
（医師 6名、看護師 18 名、）を訓練しておく．VHF
に関する教育や演習、保護具の装脱着訓練やフィ
ットテスト実施などである． 
・シフトの例を項の下に示した． 
 
表 シフト表の例（緊急時・診療初期、医師２交
代、看護師３交代の例） 
勤 務
時間 

診療担当 
医師 

ベッド 
サイドケア 

外回り 管理担当 

0800-
1200 

医師１・２ 看護師１ 看護師２ 看護師３ 

1200-
1600 

医師１・２ 看護師２ 看護師１ 看護師３ 

1600-
2000 

医師１・２ 看護師４ 看護師５ 看護師６ 

2000-
0000 

医師３・４ 看護師５ 看護師４ 看護師６ 

0000-
0400 

医師３・４ 看護師７ 看護師８ 看護師９ 

0400-
0800 

医師３・４ 看護師８ 看護師７ 看護師９ 

（２４時間、医師４名、看護師９名） 
 
・ユニット（一床）には特別の訓練を受けた 3 人
の看護師、2 人の医師が常駐できる体制が望まし
い． 
例：一シフトは３名の看護師（ベッドサイドケア、
外回り、管理担当） 
例：医師は２名体制でシフトに常駐し、処置は適
宜連携、交代する． 
・緊急時には一連続勤務時間を短く（4 時間シフ
ト）、症状が安定していれば８時間シフトなども考
慮．保護具装着してベッドサイドにいる時間はで
きる限り最少にする． 
・VHF 発生時にコンサルが可能な 5 人の国内外の
感染症コンサルタント（感染症医）をリストアッ
プし、その連携方法を検討しておく． 
・感染管理認定看護師等の感染管理の専門家が、
専門的助言者として、チームやユニットに関わる
ことが望ましい 
・職員が宿泊できるスペースを確保する．勤務後
に発熱がなければ帰宅してよい．高リスク曝露を
受けた職員でなければ，入院させて経過観察を行
う必要はない． 
6-4 職員の健康管理 
・職員の過重労働防止策を検討する．職員の安全
健康管理を最優先し，過重労働を避けるシフト表
の見直し，適切な労働時間管理，休日・休暇の付
与を適切に行う． 
・週に一日は完全休日の日を設ける．当直明けは
12 時までに帰宅するようにする． 
・特定のスタッフ（感染担当責任医師，責任看護
師，事務担当等）に業務が重ならないように，業
務のローテーションの工夫，複数担当者制などを

検討する． 
・ひと月あたりの残業が 80 時間を超えたものは産
業医の面談を行い，健康状態等へ助言指導する。 
・職員のストレスへの対応体制をあらかじめ検討
しておく．ストレスの高い業務であることを考慮
し，対応スタッフやその家族のメンタルケアを行
う．診療に従事することを本人が了承しても、家
族の不安は大きい可能性もある． 
・労災保険が全員に適用されることを周知する．
当院で雇用している正規、非正規、アルバイト等
の雇用条件に関わらず，雇用契約が結ばれている
職員にはすべて労災の適用であることを周知する． 
6-4 健康観察手順 
中島先生作成 済み 
6-5 高リスク曝露時の対応 
 針刺し，体液曝露があった場合には，大量の流
水と石けんで受傷部位を洗浄することである 
 
参考：労働者を守る関係法令について 
・新興・再興感染症等の有害な感染病原体に接す
る労働者の人権や、安全と健康を確保すべきこと
は様々な法令で定められている． 
・「事業者は、労働災害の防止のための最低基準を
守るだけでなく、快適な職場環境の実現と労働条
件の改善を通じて職場における労働者の安全と健
康を確保するようにしなければならない」（労働安
全衛生法 第 3条） 
・「使用者は、労働者がその生命、身体等の安全を
確保しつつ労働することができるよう、必要な配
慮をする」（労働契約法 第 5条） 
・（呼吸用保護具等）「事業者は、・・・病原体によ
る汚染の 事業者は、・・病原体による汚染のおそ
れの著しい業務その他有害な業務においては、当
該業務に従事する労働者に使用させるために、保
護衣、保護眼鏡、呼吸用保護具等適切な保護具を
備えなければならない」（労働安全衛生規則第 593
条） 
・（皮膚障害防止用の保護具）「事業者は、・・・感
染をおこすおそれのある業務においては、当該業
務に従事する労働者に使用させるために、塗布剤、
不浸透性の保護衣、保護手袋又は履(はき)物等適
切な保護具を備えなければならない」（労働安全衛
生規則第 594 条） 
・（保護具の数等）「事業者は、・・保護具について
は、同時に就業する労働者の人数と同数以上を備
え、常時有効かつ清潔に保持しなければならない。」
（労働安全衛生規則第 596 条） 
・（労働者の使用義務）「・・労働者は、事業者か
ら当該業務に必要な保護具の使用を命じられたと
きは、当該保護具を使用しなければならない。」 
・なお、新興・再興感染症など、感染病原体によ
り業務上疾病に罹患した場合の労災補償制度につ
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いては、労働者災害補償保険法によって規定され
ている。 
 
 
D. 考察 
本研究では、ウイルス性出血熱の臨床的対応に

おける職業感染防止の手引き作成に寄与する情報
を収集し、手引きの修正を行った。ウイルス性出
血熱は接触感染・飛沫感染が主であり、個室管理
の施設と、標準予防策を適切かつ確実に実施でき
る医療スタッフがいることで、対応が十分可能で
ある。米国と欧州においては個人用保護具の利用
に差がみられたが、本手引きでは米国 CDC の考え
方を参考にしつつ、個人用防護具では欧州の基準
を参考にした保護具着用レベルで手引きを作成し
た。 
 
１ 一類感染症ワークショップから学ぶもの 
本年度は第三回の開催となった。ウイルス性出

血熱は接触感染が主であり、空気感染対策の必要
性は低いと考えられる。しかし、未知のウイルス
の存在も考慮し空気感染対策を考慮した呼吸用保
護具の装脱着およびフィットテストの演習を行っ
た。定量フィットテストで、労研式マスクフィッ
ティングテスターMT-03 型にて N95 レスピレータ
ーの漏れ率の測定をした。研修生の中には自施設
で取り扱いのないタイプの N95 レスピレーターに
対して興味深く試用され、「今後、施設に導入すべ
きものであるのか？どう扱っていくべきか？」と
検討されていた。また、「フィットテスト（定量・
定性）を初めて行う」や、実践経験者からは「フ
ィットテスト（定性・定量）の方法が少し違う」

との意見があった。そのことより感染症指定病院
においても N95 レスピレーターやフィットテスト
の（定性・定量）の基準が明確ではないことも再
度確認された。標準的な呼吸用保護具のトレーニ
ングについて確立してゆく必要がある。 
 
２ ＶＨＦの個人用防護具（ＰＰＥ）について 
国内で症例が発生した場合のＶＨＦの個人用防

護具（ＰＰＥ）は、基本的には、フェイスシール
ドを備えたサージカルマスク、二重手袋、防水ガ
ウンと靴カバーが推奨される。しかし、疑い例、
確定例の場合には、呼吸用保護具に関してはその
選択の幅を広げておく必要がある。具体的には、
疑い例の場合には、電動ファン付き呼吸用保護具
（ＰＡＰＲ）を使用し、確定例の場合にはフェイ
スシールドを備えた不織布マスクで対応可能と考
える。ＣＰＲの実施や、エアロゾルが発生する処
置をしなければならない場合は、電動ファン付き
呼吸用保護具（ＰＡＰＲ）を利用する、といった
運用が妥当であろう。 
PAPRは、フィットテストや厳密な漏れの管理を、

PAPRでない防じんマスクより容易にする呼吸用保
護である。新しい PAPR は、現場の知恵と技術者の
知恵と努力、科学技術の進歩によて普及が広がっ
ている。これらの時代も、労働者の健康障害防止
のためのよりよい技術が開発されていくと考えら
れるが、先人の努力と成果を上につみあげられた
先端技術を大切にして、労働者がいきいきと、快
適に、安全で健康に働くことができる職場つくり
のための労働衛生技術開発に生かされてゆくこと
を期待したい。 
 

 
E. 結論 
研究要旨：一類感染症の患者が発生した場合の

臨床的対応・積極的疫学調査の手引きにおける、
職業感染予防のための個人防護用具の取り扱い、
医療従事者の健康管理等について検討した。米国
CDC、英国 HSE のガイドラインを参照し、日本国内
での VHF 対応時、VHF のリスク評価アルゴリズム
にしたがって、感染リスクレベルに応じた個人用
防護具の選択の例を作成した。個人用保護具には、
手袋，呼吸用保護具，保護衣（ガウン・エプロン），
靴カバー，アイガード（フェイスシールド，保護
メガネなど）などがある．吸入性の曝露は VHF 感
染と強い関連性はないが，患者と直接接触する者
は，高性能の防護能を備えた呼吸用保護具、すな
わち N95/DS2 レスピレーターを着用するとした。
ＣＰＲの実施や、エアロゾルが発生する処置をし
なければならない場合は、電動ファン付き呼吸用
保護具（ＰＡＰＲ）の利用を検討する。手引きの
充実のために、準備すべき個人用保護具・保護衣

の種類・数量・保管・手入れについても記載した。
個人用保護具の保管や訓練の責任体制、緊急時の
労務管理体制や職員のメンタルケア、曝露後対応
の手順確立、チーム医療体制としての対応方法に
ついても事前の準備として必要である。 
 
（参考文献） 
1. 工藤宏一郎他．第 1種感染症指定医療機関に

対するアンケート. 我が国における一類感
染症の患者発生時の臨床的対応に関する研
究報告書．平成 22 年度厚生労働省「新型イ
ンフルエンザ等新興・再興感染症研究事業」、
研究報告書 
http://www.ncgm.go.jp/dcc/research_grou
p/07.html 

2. 竹下望、 加藤康幸、水野泰孝、金川修造、
工藤宏一郎．一類感染症を含めた熱帯感染症
診療に関する教育体制の構築. 感染症学雑
誌 2009;83(5):616. 

3. Nelson K. Emerging and new infectious 
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diseases. In：Nelson K, Williams CM. 
Infectious Disease Epidemiology：Theory 
and Practice. 2nd ed. Boston：Jones and 
Bartlett, 2007：407-504. 

4. Allaranga Y, Kone ML, Formenty P, Libama 
F, Boumandouki P, Woodfill CJ, Sow I, Duale 
S, Alemu W, Yada A.Lessons learned during 
active epidemiological surveillance of 
Ebola and Marburg viral hemorrhagic fever 
epidemics in Africa. East Afr J Public 
Health. 2010 Mar;7(1):30-6. 

 
F. 健康危険情報 

  なし 
 
G. 研究発表 
１．論文発表 

・ 石丸知宏、吉川徹、和田耕治．新型インフル
エンザ等流行時を想定した診療継続計画つ
くり．第 1回診療継続計画の基礎知識．イン

フルエンザ 2013;3(10):53-58. 
・ 石丸知宏、吉川徹、和田耕治．素材・ツール

を活用した診療継続計画作り：第 2回新型イ
ンフルエンザ等流行時を想定した診療継続
計画作り．インフルエンザ 
2014:15(1):49-54． 

２．学会発表 
・ 木戸内清、吉川徹、和田耕治ほか．医療機関

の危機管理の課題：産業医の職業感染予防活
動 ～エピネット日本版サーベイランス参加
病院における公務・労務災害認定～．産衛誌 
2013; 55(臨時増刊号、冊子版):585l． 
 

H. 知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 

    なし  
２．実用新案登録 

   なし 
３．その他 

   なし

 



  

厚生労働科学研究費補助金（新型インフルエンザ等新興･再興感染症研究事業） 
分担報告書 

 
一類感染症の臨床的対応の教育プログラム開発 

 
研究分担者 足立拓也 東京都保健医療公社豊島病院感染症内科 

 

研究要旨：我が国の医療従事者の意識調査により、一類感染症対応の必須能力を抽出した。結
果を一覧表として、教育プログラム開発の基礎資料とした。第一種感染症指定医療機関の医師
と看護師を対象に、一昨年度・昨年度に続き、一類感染症ワークショップを開催した。全国 41
施設のうち、3 年間の分担研究期間中に 32 施設の参加を得た。ワークショップ内容を要約して
動画教材を作成し、本分担研究終了後に第一種感染症指定医療機関の医療従事者がインターネ
ット経由で利用できるようにした。 

A. 研究目的 

 我が国ではウイルス性出血熱（VHF）をはじめ

とする一類感染症の発生はきわめてまれであるが、

国境を越えた人々の移動を背景として、2003 年の

重症急性呼吸器症候群（SARS）や 2009 年の H1N1
パンデミックインフルエンザといった世界規模の

感染症が発生しており、一類感染症についても国

内発生に対応するため第一種感染症指定医療機関

の設置が進められている。一方、一類感染症の診

療経験がある専門家は我が国にはきわめて少なく、

発生時に合理的判断を下すためには事前の準備と

訓練が欠かせない。我が国で一類感染症患者が発

生した場合の臨床的対応について、国内の医療従

事者を対象とした教育プログラムを開発すること

を目的として、本研究を開始した。 
 平成 23～24 年度は、欧米における VHF 対応の

先行プログラムを調査するとともに、国内の医療

従事者向け研修プログラムを作成し、第一種感染

症指定医療機関の医療従事者を対象にワークショ

ップを実施した。 
 成果をさらに発展させるべく、今年度も引き続

き、以下に述べる研究を行った。 
 

B. 研究方法 

1) 医療従事者の意識調査 
 一類感染症に対応するため医療現場で必要と考

えられている能力のうち、本質的なものを明らか

にし、一類感染症対応の必須能力として定義する。

全国の第一種感染症指定医療機関の医師・看護師

を対象に質問票調査を行い、デルファイ法という

多人数合意形成の手法によって意見を集約する。 
2) 研修の実施 
 これまでの研修内容を再検討するとともに、こ

れまで研修に参加できなかった第一種感染症指定

医療機関の医療従事者を対象として、研修を実施

する。 
3) 教材開発 
 前項の研修の講義・実習について動画教材を作

成し、第一種感染症指定医療機関の医療従事者が

インターネット経由で学習できるようにする。 
（倫理面への配慮） 
 「1 国内医療従事者の意識調査」に関しては、

実施にあたり、豊島病院倫理委員会の承認を得た。 
 
C. 研究結果 
1) 医療従事者の意識調査 
 反復質問票調査により、医師と看護師それぞれ

について約40の必須能力を記載した一覧表を作成

し、一覧表の妥当性について意見を集約した。記

載された能力の例としては「当該感染症について

の臨床的知識」といった知識に関するもの、「重

症患者の呼吸・循環・輸液・栄養管理ができる」

といったスキルに関するもの、「使命感を持ち、

率先して診療にあたる」といった態度に関するも

のに三分された。 
2) 研修の実施 



  

 平成23～24年度に続いて、講義・討論・実習を

組み合わせた2日間の研修を企画した。内容は、前

項の意識調査結果、欧米の先行プログラム、前2
回のワークショップの経験にもとづいて設定した。

7月27～28日に、第一種感染症指定医療機関の医療

従事者を対象に一類感染症ワークショップを開催

し、13施設から医師13名、看護師13名の参加を得

た。これまでに一類感染症ワークショップに参加

した第一種感染症指定医療機関は、全国41施設の

うち32施設となった。 
3) 国内医療従事者向け教材開発 
 前項のワークショップ内容を要約して、講義8
コマ、実習1コマを撮影し、約2時間の動画教材を

作成した。第一種感染症指定医療機関の医療従事

者がインターネット経由で学習できるよう、国立

国際医療研究センターのウェブサイトへの掲載を

準備中である。 
 
D. 考察 
 国内医療従事者の意識調査により、医師と看護

師の職種ごとに必須能力の一覧表を作成した。

「個人用防護具を正しく着脱できる」のような項

目は、職種の区別なく等しく求められる能力であ

るが、職種によって、あるいはリーダーか実際の

患者対応を行う医療従事者かという職位の違い

によって、求められる能力には違いがあり、教育

プログラム開発にあたって留意すべき点と考え

られた。 
 一類感染症ワークショップは、これまで検討し

てきた講義・討論・実習を含む内容で、基本形と

しては一応の完成版とした。要約版を動画教材と

して作成し、本分担研究終了後もインターネット

経由で利用できるようにした。 
 ただし、一類感染症の特性を踏まえて「流動的

かつ未知の状況下でも何とか持ちこたえて診療

を実行する」能力を養成するには、もう一歩踏み

込んだ意思決定トレーニングが必要である。例え

ば「患者が生命の危機にあるとき、医療従事者の

感染リスクを理由に侵襲的治療に踏み込まない

判断はあり得るのか」といったテーマは、ワーク

ショップ参加者間でも意見が分かれ、現状で国内

関係者の間で合意が形成されたとは言えない。標

準化された研修では包含しきれない、必ずしも正

解がなく相反する価値をめぐる意思決定をどう

支援するかは、本分担研究終了後に残された課題

である。 
 
E. 結論 
 我が国の医療従事者の意識調査により、一類感

染症の臨床的対応の必須能力を抽出した。これを、

教育プログラム開発の基礎資料とした。 
 第一種感染症指定医療機関の医師と看護師を

対象に、一類感染症ワークショップを開催した。

全国 41 施設のうち、これまで 32 施設の参加を得

た。 
 ワークショップ内容の講義・実習部分を要約し

て動画教材を作成し、本分担研究終了後に第一種

感染症指定医療機関の医療従事者がインターネ

ット経由で利用できるようにした。 
 
F. 健康危険情報 
 なし 
 
G．研究発表 
1.  論文発表 
 なし 
2.  学会発表 
 なし 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 
 なし 
2. 実用新案登録 
 なし 
3.その他 
 なし 



  

厚生労働科学研究費補助金（新型インフルエンザ等新興･再興感染症研究事業） 
分担報告書 

 
一類感染症に関するリスクコミュニケーションのマニュアル作成 

 
研究分担者 冨尾 淳 東京大学医学部附属病院災害医療マネジメント部 講師 

 

研究要旨：諸外国の VHF 対応ガイドラインや過去の事例報告、専門家の意見等をもとに、わが
国における VHF が疑われる患者のリスク評価のアルゴリズムの開発、ならびに医療機関におけ
るリスクコミュニケーションの手引きの作成を行った。リスク評価のアルゴリズムは、わが国
における VHF 患者の発生リスクや感染症法上の扱いを考慮した上で、症状や疫学所見、曝露歴
等の情報から VHF 検査を実施すべき患者を絞り込むとともに、適切な感染予防策や行政対応が
可能となるよう作成した。リスクコミュニケーションの手引きにおいては、特に感染症指定医
療機関において重要となる、連携体制の構築、受診者とのコミュニケーション、医療従事者と
のコミュニケーション、メディア対応のポイントについて整理した。 

A. 研究目的 

 一類感染症に分類されるウイルス性出血熱

（VHF）は、わが国においては稀な疾患であり、

1987 年のラッサ熱患者以来、25 年以上にわたり確

定例はみられていない。しかし、その間にも常在

地であるアフリカ諸国ではエボラ出血熱やラッサ

熱などのアウトブレイクが頻発し、2014 年 3 月に

はギニア等でエボラ出血熱の大規模なアウトブレ

イクが発生し、本報告書作成時点でも終息してい

ない。先進国においても、英国をはじめとする欧

州諸国や米国では、海外渡航者による VHF の輸入

例が複数報告されている。 
 国際間の人の流れが拡大する現在、わが国にお

いても VHF 患者や VHF が疑われる患者が発生す

る可能性は常に存在する。そして仮にそのような

患者が発生した場合、VHF は効果的な治療法が存

在せず致死率も非常に高いことなどから、社会的

関心を集め、対応次第では医療機関や一般市民の

間に大きな不安と混乱をもたらす恐れもある。 
 以上の背景から、VHF 患者・VHF が疑われる患

者の発生に備え、迅速なリスク評価と治療、一般

市民とのリスクコミュニケーションを含めた確実

な感染対策を実施するための指針が求められてい

る。 
 海外では、英国危険病原体諮問委員会（ACDP）
や European Network for Diagnostics of Imported 

Viral Diseases (ENIVD)により、VHF 対応の指針が

出されており、本研究班でも、2012 年に策定され

た ACDP のガイダンスの日本語訳（「ハザードグ

ループ４病原体によるウイルス性出血熱およびそ

れに類似する重大な感染症の管理」）を作成した。

このガイダンスには、VHF 患者のリスク評価のア

ルゴリズムが提示されており、リスクに応じた患

者管理ならびに公衆衛生対応のあり方が示されて

いる。本アルゴリズムの内容はわが国でも利用可

能な部分も多いが、VHF に関連する法制度や検査

体制の相違のためそのままでは適用できない。し

たがって、わが国の現状に即したリスク評価のア

ルゴリズムの開発が必須である。 
 本研究では、諸外国の VHF 対応ガイドラインや

過去の事例報告、専門家の意見等をもとに、わが

国における VHF が疑われる患者のリスク評価の

アルゴリズムの開発、ならびにリスク評価に基づ

いた医療機関におけるリスクコミュニケーション

の手引きの作成を行った。 
 

B. 研究方法 

１）VHFが疑われる患者のリスク評価のアルゴリ

ズムの開発 
 VHF患者のリスク管理を行う上で、患者のリス

ク評価を確実に行うことがきわめて重要である。

ACDPやENIVDのガイドラインの内容を評価する



  

とともに、感染症法における一類感染症の扱いに

留意して、わが国の現状に即したVHFが疑われる

患者のリスク評価のアルゴリズムを作成した。先

進国におけるVHFの輸入例の報告内容ならびに感

染症の専門家の意見をふまえて、VHFが疑われる

患者のリスクのカテゴリー化を行い、これに対応

した患者管理のあり方を提示した。 
２）VHF発生時のリスクコミュニケーションの手

引きの作成 
 感染症アウトブレイク発生時のリスクコミュニ

ケーションのガイドラインとして、昨年度レビュ

ーを行った世界保健機関（WHO）によるOutbreak 
Communication、米国疾病管理予防センター（CDC）
のCrisis and Emergency Risk Communicationの資

料、ならびに一般的なリスクコミュニケーション

に関する学術論文等の記載内容をもとに、VHFが
疑われる患者の診療を行う医療機関が、関連機関

や一般市民、マスメディアとどのような点に注意

してコミュニケーションをとっていくべきかにつ

いて、重要なポイントを整理し、実践的な手引き

を作成した。 
 
C. 研究結果 
１）VHFが疑われる患者のリスク評価アルゴリズ

ムの作成 
 英国ACDPのガイダンスおよびENIVDの「Mana
gement and Control of Viral Haemorrhagic Fevers」
のアルゴリズムをベースにわが国の現状と照らし

て、VHFが疑われる患者を適切に診断するための

アルゴリズムを作成した。 
①わが国の現状に即したアルゴリズムのポイント 
 本アルゴリズム作成にあたり、参考なるガイド

ラインが作成された欧米諸国とわが国の社会的、

法的背景の相違をふまえ、特に以下の２点に留意

した。 
（1）わが国におけるVHF確定例の発生リスク 
 VHF対応ガイドラインが存在する英国をはじめ

とする欧州諸国、および米国は、歴史的背景から

VHFの主な常在地であるアフリカ諸国との関係が

深く、人の往来も多い。例えば、2010年の日本人

のアフリカ訪問者は、約26万人、アフリカからの

入国者は約2万人（日本政府観光局（JNTO）資料

による）であったのに対して、英国では英国人の

アフリカ訪問者が約265万人、アフリカからの英国

への入国者は約60万人（Transport travel and touri
sm, Office for National Statistics）、米国では米国

人のアフリカ訪問者が約41万人、アフリカからの

米国への入国者は約32万人（U.S. Travel and Tour
ism Statistics）となっており、出国者、入国者とも

わが国の数字を大きく上回っている。 
 恐らくこのような背景から、欧州や米国ではVH
Fの輸入例が過去に複数報告されている。例えば英

国では現在までに13例（ラッサ熱12例、クリミア・

コンゴ出血熱１例）、米国では5例（ラッサ熱4例、

マールブルグ病１例）が報告されているが、わが

国ではラッサ熱１例のみである。これに関連して、

VHFと常在地が重なり、主要な鑑別疾患でもある

マラリアの2002年から2011年までの10年間の報告

数をみると、日本が677例であったのに対して、英

国16,690例、米国14,934例と、両国ともわが国の2
0倍以上であった。また、上記期間中にわが国での

VHF患者の報告はないが、英国、米国は各3例の報

告があり、この10年間でみると、VHF患者１例の

報告に対して5000例程度のマラリア患者が報告さ

れたことになる。これらの数値のみからわが国に

おけるVHFリスクを定量化することはできないが、

現在の社会情勢を考慮すると、わが国でVHF患者

が確認される可能性は、欧米諸国に比べて低いと

推察される。 
（2）専門機関との連携 
 一類感染症では、感染症法上は疑似症患者も患

者とみなして法律が適用され、入院勧告や就業制

限の対象となりうる。しかし、疑似症の診断は所

見や症状に基づいた医師の判断によるものとされ

ており、明確な基準が定められていない。したが

って、たとえば、発熱と渡航歴（国レベルなど）

の情報のみから医師が疑似症と判断し届出た場合

は、実際にVHFである可能性は極めて低いにも関

わらず、感染症法に基づいた行政対応の対象とな

り、場合によっては社会的な影響が生じる可能性

もある。VHFの検査診断はわが国においては国立

感染症研究所ウイルス第一部においてのみ実施可

能であり、検査は原則として行政検査として実施

される。この点は比較的簡便な手続きでVHFのス

クリーニング検査が実施可能な英国や米国とは異

なり、わが国では、検査実施の判断にあたり診療



  

医に大きな負担が生じることが予想される。そこ

で、社会的影響を最小限に抑えつつ迅速な判断お

よび適切な患者管理を可能にするために、アルゴ

リズムの重要な段階において、専門家との連携を

とることを明記した。 
②VHFのリスクレベル 
 VHFが疑われる患者を実際にVHFであるリスク

（リスクレベル）に応じて表１のように、VHFの
可能性がないと考えられるリスクレベル０から、

確定例であるリスクレベル４までの5段階に分類

した。分類についてはACDPのガイダンスによる

リスク分類をもとにしたが、わが国におけるVHF
患者の発生リスクとVHFの診断検査の手続きを考

慮して、疑い例（リスクレベル２）のうちマラリ

アに代表される、より頻度が高く速やかに診断が

可能な疾患が除外された場合に、VHF検査を要す

る可能性の高い「さらに評価が必要」なリスクレ

ベル３とした。実際の診療現場では③で説明する

アルゴリズムによりリスクレベルの判断を行う。 
 
表１ ウイルス性出血熱のリスクレベル 

リスクレベル 状態 

0：VHFの可能性なし  発熱なし 

1：VHFの可能性は低い 発熱＋渡航歴 

2：VHF疑い例  発熱＋渡航歴 

＋疫学所見・曝露歴 

3：さらに評価が必要 発熱＋渡航歴 

＋疫学所見・曝露歴 

＋他疾患の除外 

4：VHF確定例  PCR陽性、ウイルス分離 

 
③VHFが疑われる患者のリスク評価のアルゴリズ

ム 
 VHFのリスク評価アルゴリズムについて、順を

追って以下に概要を示す。 
《第１段階》 
A 
 診察時に38℃以上の発熱がある，または診察

までの24時間以内に38℃以上の発熱があっ

た 
 かつ 

 発症前21日以内に，VHFの常在地の渡航歴ま

たは居住歴がある 

 
B 
 診察時に38℃以上の発熱がある，または診察

までの24時間以内に38℃以上の発熱があっ

た 
かつ 

 発症前21日以内に，VHFと診断された，また

は強く疑われる人・動物またはその遺体への

曝露歴（以下のいずれか）がある 
 治療や看護 
 体液への接触 
 臨床検体（血液、尿、便、組織、培養）

の取り扱い 
A, Bとも該当しない➡VHFの可能性はない（リス

クレベル０）：通常の診療・観察を継続 
Aのみ該当➡VHFの可能性を考慮：《第２段階》

へ 
Bのみ該当またはA, Bともに該当➡VHF疑い例

（リスクレベル２以上）：《第４段階》へ 
（解説）《第１段階》では、発熱と渡航歴および

患者等との曝露歴から患者の絞り込みを行う。VH
Fの潜伏期は他のガイドライン等との整合性をふ

まえて21日とした。輸入例の第１例目の診断を目

的とする場合は、通常はAの項目で判断し、第２

段階に進むものとするが、流行地で患者対応を行

っていた場合など明らかな曝露歴がある場合は、

Bの項目にも該当するため、疑い例（リスクレベ

ル２またはそれ以上）として扱う。既に国内で患

者が発生している場合（２例目以降）などは、患

者の職種によらずBの項目（曝露歴）に留意する。

なお、わが国にはVHFの病原体を扱う研究機関が

存在しないため、国内でVHF患者が発生していな

い段階での実験室曝露の可能性はないと考えられ

る。 
《第２段階》 
 渡航先にVHFのアウトブレイク発生地域が

含まれていた 
 ラッサ熱の常在地の基本的な生活条件下で

居住または就業していた 
 クリミア・コンゴ出血熱の常在地でマダニに

咬まれた，素手でマダニをつぶした，または

羊や牛などの動物との接触があった 
 エボラ出血熱およびマールブルグ熱の常在



  

地で洞窟や採掘抗を訪れた 
 抗マラリア薬や抗菌薬による治療開始後72

時間以上38℃以上の発熱が続いている 
いずれにも該当しない➡VHFの可能性は低い（リ

スクレベル１）：《第３段階》へ 
いずれかに該当➡VHF疑い例（リスクレベル２以

上）：《第４段階》へ 
（解説）《第２段階》では、個々のVHFの流行地

や感染経路を考慮した詳細な疫学所見を確認する。

該当すれば、VHF疑い例（リスクレベル２以上と

して、検査および患者管理を実施する）。なお、

クリミア・コンゴ出血熱の項目において、ACDP
ガイダンスでは、マダニとの接触についてのみ記

載されていたが、2012年に英国で報告された症例

では、マダニとの接触歴がなく動物の直接曝露に

よる感染が疑われているため、「羊や牛などの動

物との接触があった」という項目を追加した。ウ

イルス性出血熱が疑われた症例で最も頻度の高い

疾患であるマラリアに対して既に治療が開始され

ている場合は、治療への反応を確認することとし

た。 
《第３段階：リスクレベル１の対応》 
 緊急検査の実施 

 緊急マラリア検査 
 緊急血算・生化学検査 
 血液培養 

VHF以外の疾患の診断➡VHFの可能性はきわめて

低い：通常の診療・観察を継続 
診断がつかない➡上記検査を含めた患者の評価を

継続 
 少なくとも１日に１回は患者の状態を

評価 
 症状や検査所見の悪化がみられる場合

や38℃以上の発熱が72時間以上持続す

る場合は、国立感染症研究所にVHF検
査の必要性について相談 

（解説）「VHFの可能性は低い」（リスクレベル

１）患者では、マラリアなど他の疾患の診断がつ

く可能性が高いため、緊急マラリア検査を含めた

検査を実施する。検査は通常の診療の範囲内で実

施する。この段階の患者の管理は、一般個室にて

行う。通常の接触予防策で十分だが、出血傾向が

みられる場合は感染対策を強化する。さらに、必

要に応じて第一種感染症指定医療機関などと協議

し、より安全な患者管理が可能な施設への移送を

考慮する。 
 VHF以外の診断が確定した場合は、当該疾患の

患者として治療を継続する。診断がつかない場合

は、患者の評価を継続し、症状の悪化がみられる

場合や高熱が続く場合は国立感染症研究所にVHF
検査の必要性について相談する。 
《第４段階：リスクレベル２の対応》 
 緊急検査 

 緊急マラリア検査 
 緊急血算・生化学検査 
 血液培養 

 必要に応じて対応について国立感染症研究

所に相談 
VHF以外の疾患の診断➡当該疾患の診療・観察を

継続する。患者の状態が改善しない、または悪化

する場合はVHFの合併感染を考慮し，VHF検査の

必要性について相談 
診断がつかない➡VHF疑い例：さらに評価が必要

（リスクレベル３）：《第５段階》へ  
（解説）VHF疑い例においても実際はマラリアな

どVHF以外の診断がつく可能性が高いが、この段

階での緊急検査の実施にあたっては、検査担当者

の安全を配慮して、事前に検査室にVHFの可能性

がある旨を伝えることが望ましい。また、この段

階で国立感染症研究所の専門家等と相談する。 
患者の管理は一般個室にて行い、出血傾向，また

はコントロール不能な下痢・嘔吐がみられる場合

は感染対策を強化し、第一種感染症指定医療機関

への早期移送を考慮する。 
 VHF以外の診断が確定した場合は、当該疾患の

患者として治療を継続するが、患者が治療に反応

せず症状の悪化等がみられる場合はVHFの合併感

染も疑い、VHF検査の必要性について専門家と相

談する。 
《第５段階：リスクレベル３の対応》 
 国立感染症研究所に検査の必要性について

相談 
 必要に応じてVHF検査を実施 
VHF検査陽性➡診断確定（リスクレベル４）： 

 感染症法にもとづき最寄りの保健所に

当該VHF患者として届出 



  

 第一種感染症指定医療機関と緊急協議

を行い移送 
VHF検査陰性➡代替診断が確定するまではVHFの
可能性があるものとみなす 
（解説）VHFである可能性が高いことから、速や

かに国立感染症研究所の専門家と相談し、必要な

場合はVHF検査を実施する。VHFの検査は行政検

査として行われ、検体送付手順も安全のための特

別な配慮が必要であるため、専門家の指示のもと

検体を送付する。 
検査結果が陽性であった場合は、当該VHFの確定

例として最寄りの保健所への届出を行い、原則と

して第一種感染症指定医療機関に患者を移送し、

感染予防策を徹底する。検査結果が陰性であった

場合は、一般の個室等で通常の治療および観察を

続けるが、他の疾患の診断が確定するまではVHF
の可能性についても考慮する。 
２）VHF発生時のリスクコミュニケーションの手

引きの作成 
上述のアルゴリズムによりリスクレベル３以上に

該当する患者またはリスクレベル４の確定例を診

療する医療機関では、国立感染症研究所、保健所

などの関連機関と密接な連携をとりつつ、受診者

や医療機関のスタッフ、場合によっては一般向け

にリスクコミュニケーションを行う必要が生じる。

そのため、特に感染症指定医療機関で重要となる

VHFに関連したリスクコミュニケーションのあり

方について、ポイントをまとめた。 
①連携体制の構築 
VHFの診療経験のある医療従事者はわが国におい

てはきわめて稀であり、臨床所見や必要とされる

感染予防策などについて事前に十分な知見を有す

る医療機関は少ない。疾患に関する様々な情報を

正確に把握し、確実な感染予防を可能にするため

に国立感染症研究所ならびに最寄りの保健所と連

携し患者情報を共有することは、必須である。 
②医療機関の受診者とのコミュニケーション 
国内の第一種感染症指定医療機関において、SAR
Sの患者が入院していたとしたら、疾患への恐怖心

から約半数の通院患者が受診を控えるという調査

結果が報告されている（Ishizaki T, et al. Health 
Policy. 2004）。この研究では、医療機関において

感染防御を適切に行っている旨のメッセージを提

供した場合、受診を控える患者の割合が減少する

可能性も示されている。VHF患者が入院した場合

の同様の研究はないが、VHF患者が入院している

情報のみが先行して受診者等に伝わった場合は、

不必要な患者の受診抑制が生じる可能性も否定で

きない。VHF患者が入院した場合は、できるだけ

早い段階で受診者やその他の来院者、入院患者等

に対して、適切な感染予防策により管理している

旨のメッセージを伝えるとともに、受診者からの

質問へも対応する体制を構築する必要がある。 
③医療従事者へのコミュニケーション 
②に挙げた対応を可能にするためにも、医療従事

者に対してリスク情報を周知し、感染予防を徹底

することが必須である。患者の体液が付着したリ

ネン等からの感染のリスクもあるため、正規の職

員のみでなく、清掃業者など外部委託の職員に対

しても同じく周知する必要がある。針刺し事故発

生時などの緊急時の対応についても事前に提示し

ておく必要がある。致命率の高い疾患であること

から、直接診療にあたるスタッフへの心理的サポ

ートも必要になるかもしれない。また、近年ソー

シャルネットワークを通じて患者のプライバシー

が漏えいする事件も発生していることから、患者

のプライバシー保護や外部からの問い合わせへの

方針（窓口を統一し、個々の職員が対応すること

は禁止するなど）を定めて周知することも重要で

ある。 
④メディア対応 
VHFに関するメディア対応は、都道府県の感染症

対応部局や保健所などの関連機関との連携下で、

情報を共有した上で実施することとし、医療機関

が独自に行うべきではない。 
メディア向けメッセージを作成する場合は、以下

の点に留意する。 
• ウイルス性出血熱とは？ヒトからヒトに感

染するか？ 
• ウイルス性出血熱の症状は？ 
• ウイルス性出血熱はどのように治療するの

か？ 
• ウイルス性出血熱の症状が出たらどのよう

にすべきか？ 
• ウイルス性出血熱の流行地またはその近く

にいて，ウイルス性出血熱に曝露した可能性



  

がある場合はどうすべきか？ 
• ウイルス性出血熱を発症するのではないか

と心配な場合，どうすべきか。 
• これまでにどのような対策がとられてきた

か。 
• 更なる情報が必要な場合はどうすればいい

か。 
また、メディア対応で失敗しないためには事前の

準備が重要であり、メディア対応およびリスクコ

ミュニケーションのプランを事前に策定しておく

こと、メディア対応者を指定し、トレーニングし

ておくこと、メディア関係者と日頃から関係構築

しておくこと、VHFに関する情報を簡潔にまとめ

たファクトシートを準備しておくこと、などが求

められる。 
 
D. 考察 
 VHF が疑われる患者が国内で発生した場合の

リスク評価のアルゴリズムおよびリスクコミュ

ニケーションの手引きを作成した。 
 診断アルゴリズムは、英国の ACDP のガイドラ

インをベースとし、これまでの VHF 症例につい

ての報告内容とわが国の現状をふまえて再構築

を行った。本アルゴリズムは最近の先進国の VHF
症例については、正しく VHF 検査の実施に導か

れることが確認されているが、それ以外の設定で

は検証が行われていない。わが国および諸外国に

おいて VHF が疑われた患者を後ろ向きに評価す

るとともに、今後発生する疑われる症例に対して

前向きに評価することで、本アルゴリズムの精度

を検証する必要がある。 
 また、本アルゴリズムにおいて最も重要な部分

は、リスクレベル２以上の症例において、積極的

に国立感染症研究所等の専門家と相談を行い、

VHF の検査の必要性の判断と必要な場合の迅速

な検査を可能にすることにある。現行の感染症法

では、疑似症としての届出が、検査をはじめとす

る対応の契機となるが、必ずしも専門家ではない

診療医の判断に委ねられることもあり、基準は明

確でない。本アルゴリズムを実際に診療にあたる

可能性のある医師に広く周知し、実用上の課題を

抽出し、実践的なアルゴリズムに向けて継続的に

改訂することが必要である。 

 なお、本アルゴリズムは診療医が VHF を疑う

ことを前提に構成されている。そのため、感染症

を専門としない一般臨床医が、渡航歴や曝露歴に

ついて十分な問診を行わなかった場合は、アルゴ

リズムが起動せず、見逃され、仮に陽性であった

場合は治療の遅れや感染拡大のリスクが高まる。

発熱患者や輸入感染症のより包括的なアセスメ

ントの一部として本アルゴリズムを位置づける

工夫も必要になるだろう。 
 また、感染症指定医療機関であっても、国立感

染症研究所の専門家に直接連絡をすることには

躊躇するケースも考えられる。英国の Imported 
Fever Service のような、専門家へのアクセスを容

易にし、感染症の専門知識を入手しやすくする体

制の構築も必要であろう。BSL４の研究機関が存

在しないことの限界についても改めて検討が必

要であろう。 
 リスクコミュニケーションについては、特に対

応にあたる医療機関の役割を中心に検討を行った。

VHFはアフリカ諸国の常在地における致命率の高

さや疾患の一般的なイメージから、最も恐れられ

る感染症の一つと考えられる。しかし、わが国を

はじめとする先進国の医療機関において、通常の

感染予防策が確実に実施されている限りにおいて

は、二次感染のリスクはそれほど高くないことも

知られている。したがって、リスクコミュニケー

ションを通じて、一般市民や医療従事者のリスク

認識の共有をはかることで、より効果的なリスク

管理が期待できる。VHFが恐れられる要因の一つ

に、わが国でなじみがないことも挙げられる。例

えば、アフリカでのアウトブレイクが発生した際

に、VHFに関する啓発的な疾患情報をマスメディ

アを通じて広く伝えるほか、第一種感染症指定医

療機関においては、定期的な患者受け入れ訓練等

を実施し、その内容を地元のメディアを通じて住

民に知ってもらうような積極的なアプローチも有

効だと考えられる。 
 2013年10月に改訂された厚生労働省による「感

染症健康危機管理実施要領」においても、「感染

症の危機管理にあたっては、社会全体へのリスク

（健康被害を及ぼす可能性とその大きさ）を評価

し、リスクコミュニケーション（リスク及びその

管理手法について双方向的に意見交換すること）



  

を行い、リスク認識（リスクの受け止め方）を共

有しつつ、必要かつ十分なリスク管理（リスクを

可能な限り低減し受容可能なレベルにすること）

を行うよう努めるものとする。」と明記された。

行政機関、医療機関などの関連機関の連携を強化

することで、リスクコミュニケーションの方針や

手順について、個々の組織での対応を超えて、少

なくとも都道府県などの地域レベルで共通認識を

構築することが望まれる。 
 
E. 結論 
海外のガイドラインや過去の VHF 症例への対応

の報告等をもとに、わが国における VHF が疑わ

れる患者の診断アルゴリズム、および医療機関に

おけるリスクコミュニケーションの手引きを作

成した。実際の診療にあたる医療従事者に周知し、

運用上の課題が生じた場合は 
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